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京都大学東アジア経済研究センター

共催

東京大学ものづくり経営研究センター

東京大学社会科学研究所現代中国研究拠点

京都大学人文科学研究所付属現代中国研究センター

後援

京都大学東アジア経済研究センター協力会

京都大学経済学部同窓会東京支部

中国自動車シンポジウム

中国自動車市場のボリュームゾーンを探る

――小型車･低価格車セグメントにおける代替･競争構造――

201１年７月23日(土) 13時

京都大学東京オフィス (品川インターシティA棟27階)

総合司会 京都大学経済学部特任教授/京都大学東アジア経済研究センター協力会理事/京都大学経済学部同窓会東京支部常任理事 宇野 輝
13:00-13:20

挨拶 京都大学大学院東アジア経済研究センター長 劉 徳強

東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅 純二郎

13:20-14:20

京都大学大学院経済学研究科 教授
塩地 洋

新興国における小型車･低価格車セグメントの構造






―全体テーマと報告構成―

14:20-15:00

エイムス ディレクター

菊地 捷

低速電気自動車の社会的役割と市場の可能性
休息

15:20-16:00

東京大学社会科学研究所 教授
田島 俊雄
「汽車下郷」と中国的農用車・微型車の命運







―日本的｢軽自動車｣の再検討―

16:00-16:30

inforBRIDGE 社長


繁田 奈歩
小型車中心のインド自動車市場







―タタ･ナノの今後を探る―

16:30-16:35

閉会

17:00-18:30

懇親会

司会 京都大学東アジア経済研究センター協力会/京都大学経済学部同窓会東京支部常任理事 河毛正志
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会理事/京都大学経済学部同窓会東京支部常任理事 坂本典之

閉会挨拶 京都大学経済学部特任教授/京都大学東アジア経済研究センター協力会理事/京都大学経済学部同窓会東京支部常任理事 宇野輝

●参加希望者は塩地(shioji@econ.kyoto-u.ac.jp)まで御連絡ください。先着50名様となります｡なお懇親会は参加費2000円です（協力会会員無料）。

************************************************************************************************

国際交流セミナーのお知らせ

「ベトナム・ラオス若手研究者と京都大学経済学研究科及び経営管理大学院学生との交流セミナー」

開催日時：8月3日（水）午前9時半～12時半と午後2時半～5時半

開催場所：時計台2階　会議室III

言語：英語（通訳なし）

※交流セミナー後に、夕方６時から法経東館２階の大会議室で懇親会も開催する予定です。
========================================================================
中国ニュース　７.１１－７.１７
ヘッドライン
■　ＧＤＰ：中国の１～６月ＧＤＰ、前年同期比９．６％増
■　財政：１～６月の財政収入、前年同期比３１．２％増

· 電力：１～６月の電力消費、前年同期比１２．２％増
· 輸出：商務部、２０１１年第２期のレアアース輸出枠発表
· 農業：２０１１年夏糧収穫高、前年に比べ２．５％増
· 林業：２０１０年林業生産額、２兆元突破
· 観光：１～６月の観光収入は１兆元突破、前年同期比１８％増

· 上海：上海税関１～６月の輸出入額、前年同期比２１．３％増
· 広西：中国陸路辺境初めての総合保税区、第１期のプロジェクト調印式開催
· ランキング：２０１１年度世界都市コストランキング、北京、上海が２０位と２１位
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細

■　ＧＤＰ：中国の１～６月ＧＤＰ、前年同期比９．６％増
【７月１３日　中国国家統計局】中国国家統計局が１３日に発表したデータによると、１～６月の中国国内総生産（ＧＤＰ）は２０兆４４５９億元（最初の概算値）で、前年同期に比べ、可比価格で計算する実質成長率が９．６％だった。第１四半期の成長率は前年同期比（同比）で９．７％、前期比（環比）で２．1％、第２四半期の成長率は前年同期比、前期比それぞれ９．５％、２．２％であった。産業別でみると、第１次産業の付加価値額は３．２％増の１兆５７００億元、第２次産業の付加価値額は１１．０％増の１０兆２１７８億元、第３次産業の付加価値額は９．２％増の８兆６５８１億元だった。

· 財政：１～６月の財政収入、前年同期比３１．２％増
【７月１４日　中国財政部】国家財政部が１４日に発表したデータによると、１～６月全国財政収入は５兆６８７５億８２００万元、前年同期に比べ３１．２％増加した。うち中央財政収入は同２７％増の２兆８９１８億６２００万元、地方財政収入は同３５．９％増の２兆７９５７億２０００万元。税収は同２９．６％増の５兆２８億４３００万元、税収以外の収入は同４４．５％増の６８４７億３９００万元。財政収入の増加要因としては、経済成長と価格上昇に加え、輸入環節の税収や企業所得税など一部前年度の収入が今年国庫に上納されたことや、予算外資金の予算管理編入による税収以外の収入拡大などがあげられる。

· 電力：１～６月の電力消費、前年同期比１２．２％増

【７月１４日　中国国家エネルギー局】中国国家エネルギー局が１４日発表したデータによると、６月の全国電力消費量は前年同月比１３％増の３９６５億キロワット時（ｋＷｈ）だった。 １～６月の累計電力消費量は２兆２５１５億ｋＷｈで、前年同期比で１２．２％増えた。産業別の電力消費量は、第１次産業が５．９％増の４７５億ｋＷｈ、第２次産業が１１．９％増の１兆６９６１億ｋＷｈ、第３次産業が１５．３％増の２３８４億ｋＷｈ。生活電力消費量は１２．５％増の２６９６億ｋＷｈ。１～６月発電設備の平均稼動時間数は４４時間増の２３０６時間であり、水力発電所は１４１３時間、火力発電所は２５９２時間。新規設置発電能力は３４７８万ｋＷ、うち水力発電が６２４万ｋＷ、火力発電が２３３１万ｋＷ。

■　輸出：商務部、２０１１年第２期のレアアース輸出枠発表
【７月１５日　新華網】中国商務部は１４日、２０１１年第２期のレアアース一般貿易輸出枠を発表した。第２期の輸出枠は１万５７３８トンで、前年第２期の輸出枠の７９７６トンに比べ９７．３％増加した。商務部の責任者によると、第２期の割当額の決定は、主に各申請企業の２００８～２０１０年の輸出実績を参考にするとしているが、レアアース生産企業に傾斜させる原則を反映させるため、生産企業の２００９年度の輸出供給量を適切に考慮するという。商務部が２０１０年末に発表した２０１１年度第１期のレアアース輸出枠は１万４４４６万トンだった。
· 農業：２０１１年夏糧収穫高、前年に比べ２．５％増
【７月１１日　中国国家統計局】中国国家統計局が１１日に発表したデータによると、２０１１年中国夏糧（夏季に収穫される食糧の総称で、大部分は冬小麦、ほかに大麦、燕麦、ソラ豆、エンドウなど）収穫高は１億２６２７万トンで、前年に比べ２．５％（３１２万トン）増加した。夏糧主産地のサンプリングおよび非主産地に対する調査の結果によると、２０１１年全国夏糧の作付面積拡大による食糧増産が５０万トン、単位面積あたりの収穫高増加による食糧増産が２６２万トン。冬小麦の収穫高が引き続き増加し、西南地域の増産が全国増加分の半分以上を占めたという。
· 林業：２０１０年林業生産額、２兆元突破
【７月１７日　人民日報】中国国家林業局の趙樹叢副局長の話によると、２０１０年全国林業生産額が２兆元を突破して２兆２８００億元に達した。林業生産額は２００６年に初めて１兆元を突破した。第１１次５ヶ年計画期間に、林業生産額の年平均成長率は２１．９１％に達し、林業における産業別生産額の構成比は第１０次５ヶ年計画期末に第１次産業（植林など）：第２次産業（木材加工など）：第３次産業（森林観光業など）＝５２：４１：７であったのが３８：５３：９に調整された。特色ある産業の集積が基本的に形成され、大手企業の規模が大きくなり、林産品の品質が引き続き改善され、産業化経営も順調に進んでいる。特に経済林産物の栽培と採集業、森林観光とレジャー産業などの新興産業が急速に発展しており、林業発展の新しい成長軸となっている。 

· 観光：１～６月の観光収入は１兆元突破、前年同期比１８％増
【７月１３日　新華網】中国国家観光局が１３日に発表したデータによると、１～６月の全国観光収入は１兆元を突破し、前年同期に比べ１８％増加した。うち国内観光客数は延べ１３．３億人で、１３％増。国内観光収入は９２００億元で、２２％増。訪中外国人観光客数は延べ６６００万人で、１％増。訪中外国人観光宿泊者数は２７５０万人で、１％増。観光外貨収入は２２５億米ドルで、１％増。出国者数は延べ３２００万人で、１９％増。１～６月に全国で建設中の観光プロジェクトは３８３７件あった。実際完成した投資額は６１５．６３億元で、前年同期に比べ１０．５％増加した。
· 上海：上海税関１～６月の輸出入額、前年同期比２１．３％増
【７月１５日　上海海関】上海税関は１５日、上海税関所管地域１～６月の輸出入状況を発表した。同税関１～６月の累計輸出入額が３８２８．５億米ドル、前年同期に比べ２１．３％増加した。うち輸出額が２１％増の２３２３．９億米ドル、輸入額が２１．８％増の１５０４．６億米ドル。貿易黒字は８１９．３億米ドルで、１９．５％増加した。６月の輸出入額は１７．５％増の６９５．７億米ドル、うち輸出額がこれまでの最高水準の４２９．４億米ドルに達し、１５．３％増となったが、伸び率は３ヶ月連続で低下した。６月の輸入額は２１．２％増の２６６．３億米ドルで、伸び率が前月より１．５ポイント高かった。
■　広西：中国陸路辺境初めての総合保税区、第１期のプロジェクト調印式開催
【７月１７日　新華網】このほど、広西凭祥総合保税区第１期のプロジェクト調印式が行われ、合計投資額５．８７億元の１０プロジェクトが確定された。同保税区は２００８年１２月に中国国務院の審議を経て設立され、計画建設面積８．５平方キロメートル、ベトナムと隣接する中国陸路辺境の初めての総合保税区である。２００９年１１月インフラ施設の整備が始まり、１０．６億元投資した保税物流加工区・税関作業区・関連サービス区の３つの機能区が建設された。第１期の１０プロジェクトには、北投保税物流倉庫プロジェクトなど７つの物流プロジェクト、２つの輸出入貿易プロジェクトおよび１つの加工プロジェクトが含まれている。

· ランキング：２０１１年度世界都市コストランキング、北京、上海が２０位と２１位

【７月１３日　国際金融報】米マーサー・ヒューマン・リソース・コンサルティング社が１２日、「２０１１年度世界都市コストランキング」を発表した。アンゴラのルアンダが昨年に引き続き海外駐在員にとって最も物価が高い都市であるという結果となり、東京は２位、ンジャメナ（チャド）が３位にランクインした。アジアで生活コストが最も高いのは東京（２位）、ほかには大阪（６位）、シンガポール（８位）、香港（９位）。北京は昨年の１６位より２０位へとランクダウンとなったが、上海は昨年の２５位より２１位へランクアップした。同ランキングの調査は世界２１４の大都市を対象とし、調査項目には住宅、交通、食糧、衣服、日用品、娯楽などの項目が含まれている。
************************************************************************************************
読後雑感　：　２０１１年　第１５回
１３．ＪＵLY．１１
中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
１．「中国ビジネス超入門」　　　２．「さまよえる孔子、よみがえる論語」　　　　　

３．「解放軍の原爆を日本に落とさせるな」　　　４．「現代中国“解体”新書」　　　５．「中国　新たなる火種」　

１．「中国ビジネス超入門」　　平沢健一著　　産業能率大学出版部　　６月２６日
副題　：　「成功への扉を開ける」　　
帯の推薦の言葉　：　コマツ専務執行役員　中国総代表　茅田泰三氏

「違いを知り、違いを乗り越えて　中国とグローバルでの現場主義の実践に基づき、中国ビジネスを解き明かす！日本人、中国人幹部候補のための待望の“超”入門書である。中国ビジネスに関心のある方、学生の皆さんにもおすすめしたい」
著者の平沢健一氏は、私が日頃、いろいろとお世話になっている方である。先日、その平沢氏から「誰にでもわかるように、簡単な中国ビジネスへの入門書を書いたので読んでみて欲しい」という連絡が入った。さっそく読んでみたところ、世にありふれているハウツー本とは一線を画した格調の高い本であった。私は中国ビジネスの入門書というより、私たちのような中国ビジネス経験者が、復習の意味でも読む価値がある本だと思う。

平沢氏は自身の長年の米国・欧州・中国のビジネス体験を踏まえて、「“性善説”だけで御していけるのは、日本だけだと理解しなくてはならない。国際的な“行動原則”は“性悪説”が主流だ。欧州でも筆者が長く過ごしたイタリアは、マキャベリの“君主論”が政治の中心的な思想＝覇道となって、その後の英国はじめ他国に広まり、その英国が主導したアヘン戦争以降、各国が競い合って中国を植民地にしていったものと思う」と書き、「中国には“性悪説”で鍛えられた海千山千の筋金入りのつわものが多くおり、それらの人に勝つことは容易ではないということだ」と主張している。私もまったく同感である。

第２章の「中国人研究」では、中国人の性格を形成してきた中国の歴史が要領よくまとめられている。ことに「文化大革命は中国人の価値観に著しい変化を及ぼし、いまだに消えることのない悪影響を与えている」と、われわれのビジネス相手の中国人がその負の遺産を背負って生きており、それを強く認識し理解しなければならないということを主張している。これまた私も同意見である。
第３章からはハウツーの部分に入るが、私はこの中の「中国人との交渉術―④キーワードは功利的説得」が、同種の他の本には見られない主張で、参考になった。そこには「最終決着は壮大な儀式とし、礼儀正しく、面子から始まりあらゆる手段を動員する。できれば中国側から結論を切り出させるのが有効だ。ひな形契約書や最終結論目論見書を必ず作っておく。交渉の王道である「功利的説得」がキーワードで、相手の得をした部分を細かくわかりやすく説明し、相手が収穫した成果を多いに取り上げてそれを強調する。それをわからせ、満足させ、譲歩させる」と書いてある。私もこの術を今後の実際の交渉現場で使ってみようと思う。
第４章からはケーススタディが多く取り入れられており、読みやすい。法律面での解説も、ビジネスにおける主要な注意点は網羅され、的確に解説されている。

最後の附属資料も、他の同類書にはないものであり、参考になる。この本は、「帯の言葉」と内容がぴったり合っている数少ない本であり、その意味でも“超”入門書といえる。

２．「さまよえる孔子、よみがえる論語」　　竹内実著　　朝日新聞出版　　６月２５日

帯の言葉　：　「天安門広場に現れた孔子像。文革時は非難の的だった孔子が、今また中国で復活、注目を浴びる。“論語”の真の意味とは？　どんな背景で成立したか？　“孔子と論語”再発見の旅へ」

この本の裏表紙には、下記のように内容が紹介されている。

東アジア世界で政治上の権力に対する精神の支柱であった儒教の始祖、孔子。死後２５００年、その評価と受容は紆余曲折をたどり、文化大革命では批林批孔運動の標的になった。だが近年、天安門広場には巨大な孔子像が登場、復活のしるしとして注目を浴びた。

貧しく生まれた孔子は、塾をひらき門人を教え、政治に携わる。政争に巻き込まれてのち、５０代半ばで弟子たちと長期にわたる苦難に満ちた旅をし、晩年は生まれ故郷に戻って７３歳で没するまで思索の日々を送った…。

孔子は後世に何を残したか？　「論語」に現れる言葉の真実とは？　実際にたどった「孔子と論語」再発見の旅。

大先達の竹内実先生は、天安門広場に建てられ、すぐに撤去された孔子像を横目で見ながら、それを「さまよえる孔子」となぞらえ本書をしたためられた。その意味で、この本はネーミングもタイミングもまさにぴったりあっている。ただし竹内先生がこの本を書いている最中に、孔子像が建て始められたので、題名を「よみがえる孔子」と付けようと考えられていたのだが、脱稿後、その孔子像が撤去されたので、編集部が「さまよえる孔子」にしたと「あとがき」に書かれ、その「編集部の眼力におどろいた」と述懐されている。私はこの記述から、先生の学問に対する謙虚な姿勢を学ばせていただいた。きっと私なら、題名は自分で決めたと威張って書き、その眼力を誇示したと思うからである。

この本は、「じつはわたしも、孔子についてはよく知らない。そこで一念発起して孔子の生まれ故郷、山東省曲阜をたずねた。数年前のことである」という竹内先生の言葉で始まっている。そして高齢の先生が孔子の生まれ故郷などを実際に行脚し、身でもって感じられたことをその博識で裏打ちされた叙述や、さらに新説などが披露されている。ことに篆文の「論語」の解説部分については、私もおおいに勉強させられた。
３．「解放軍の原爆を日本に落とさせるな」　　長谷川慶太郎・石平共著　　李白社　　７月１５日
帯の言葉：「台頭する中国軍。厳戒態勢に入った米軍。相変わらず無防備な日本の政治家・マスコミ。これで日本は大丈夫なのか？　　これまでの“中国崩壊論”を一蹴！」
かつて私は長谷川慶太郎先生を崇拝していた。長谷川氏は、日本がオイル・ショックに見舞われたとき、冷静にかつ見事にそれを分析し、大方のエコノミストを脱帽させた。その後、精力的な執筆・講演活動を通じて、「最先端の技術を踏まえた“現場”からみる独特の経済分析と先見力に定評のある国際エコノミスト」としての位置を不動のものとした。なお長谷川氏は、元左翼系人士でなおかつ軍事・金融問題にもきわめて詳しい。２０年以上前、まだ私が国内で縫製企業を営んでいたころ、私はこの長谷川氏が毎月行っていた朝食勉強会に、わざわざ岐阜から東京まで通っていたほどである。しかしその長谷川氏の発言に疑問を持ち始めたのは、１９９７年の「香港返還」をめぐるころからであった。当時、長谷川氏は中嶋嶺雄氏らとともに、「香港返還にともなう中国内乱説」を声高に主張していた。私はその分析をまともに信じ、かつやがて中国に生起するであろう事態に恐れおののいて、中国からミャンマーに一部の縫製拠点を移動させる決意をし、ただちに行動した。その後、中国は長谷川氏らの予見とはまったく反対に、内乱などは起こらず、大発展を遂げた。私はミャンマーの工場経営に失敗し、大損をして中国に舞い戻った。それ以来、私は長谷川氏ら他人の中国分析を鵜呑みにするのではなく、自分の目で見て、自分の頭で考え、自らの行動を決定することにした。またその自分の見解を、できるだけ多くの人に発信するようにしている。それが、長谷川氏などの見解に振り回され、思い悩む経営者に少しでも役に立てばと思ったからである。

この本で、長谷川氏は保守派の論客と自称する石平氏と対談している。中国情勢についての分析を目的としているのだから、日本人の長谷川氏が元中国人の石平氏に中国の現状について鋭い質問を浴びせるという展開を期待し、私はこの本を読み進めた。ところが本文中の大半は石平氏が質問し、長谷川氏がそれに詳細に答えるという顛末になっている。老いたりといえども、長谷川慶太郎健在というところだろうか。ただし本文中の長谷川氏のバングラデシュ情勢についての分析は明らかに間違っている。私は昨年からバングラで実際に工場を稼働させているので、長谷川氏の記述に大きな錯誤があることを明言できる。ミャンマーの情勢分析についても、半年ほど前に私が現地調査し発信した結論とは大きく違う。この点については、私は最新情報を持っているわけではないので、長谷川氏が間違っているとは断言できない。できるだけ早期に、ミャンマーを訪ね真偽を確かめたいと思っている。

さらに長谷川氏は中国人民解放軍の実力や動向について、多くのことを語っている。この点については、私の現状の能力ではコメントできない。近い将来、「現代中国情勢研究会」で、台湾の軍事専門家を招き、勉強したいと思っている。また中国経済について、バブル崩壊が間近であり、地方財政が極度に疲弊していると指摘している。私も同意見だが、本文中で長谷川氏はその根拠について詳しい分析を開陳していない。この点についても、中国の財政問題を研究している人を招いて、詳細に検討してみるつもりである。長谷川氏はソ連共産党の崩壊過程を描き出しながら、中国共産党の行く末を予測している。これもたいへん面白い課題なので、年末までに旧ソ連崩壊過程に詳しい研究家を招いて勉強する予定である。また丹羽中国大使について語ったところで、「日本で中国大使を引き受ける外交官がいないという現実問題が横たわっています」と書いているが、この説はにわかには信じがたい。外務省関係の友人に問いただし、外務官僚の名誉のために反証したいと思っている。

なおこの本で石平氏は完全に受け身に回り、長谷川氏から従来の石平氏の主張を論駁されても、まったく反論をしていない。
４．「現代中国“解体”新書」　　梁過著　　講談社現代新書　　６月２０日
副題　：　「６３のキーワードでよくわかる！」

この本は昨年末に出版された「中国“新語・流行語”小辞典」（郭雅坤・内海達志著、明石書店）と、ほぼ同様の内容であるが、深みはこちらの方があると思う。しかしながらいわば２番煎じのようなものであり、この本が飛ぶように売れるとは思えない。やはり出版界でも先手必勝が原則で、この本が半年早く出版されていればと残念に思う。
梁過氏は本文中で、「国学熱―自国の文化に対する関心の高まり」という項を起こし、「于丹現象」なる言葉を紹介し、「２０１１年１月には北京の天安門広場の東側に位置する中国国家博物館前に高さ１０ｍの巨大な孔子像が設置された。ところが不可解なことに、その孔子像はわずか３か月後に突然、広場から姿を消してしまったのだ。天安門広場という政治的に敏感な場所で平和や調和の象徴ともいえる孔子像が撤去されたことから、“中国は再び左傾化していくのでは？”、“中国共産党の保守派と改革派に権力闘争があったのでは？”などと、さまざまな憶測が飛び交ったと言われている。政治的なイデオロギーに翻弄されてきた孔子の受難は、今後もまだまだ続きそうだ」と書いている。
また梁過氏は、「海待族と土亀族―留学エリートも就職難」という見出しで、現在、中国では海外留学帰りの「海亀族＝海待族」よりも「土亀族」を採用する企業が多くなったと書き、「土亀族」という新語を紹介し、「土亀族」とは、つまり海外には行かず、国内の名門校でコツコツ勉学に励んできた若者たちのことである」と続け、「プライドが高く、能力に見合わない高い給料やポストばかり要求してくる海亀族より、優秀な上にまじめで忍耐強い土亀族を企業が採用したがるのは、ある意味、当然といえるかもしれない」と記している。

さらに梁過氏は、「第３次移民潮―エリートたちはなぜ海外へ行くのか」という見出しで、「現在、中国では“第３次移民ブーム”が巻き起こっている。今回の主役は、経済成長で大きな富を得た富裕層や高い学歴を持つエリート層が中心だ」と書き、「中国国内には、環境汚染や食の安全問題、社会保障の未整備や投資・ビジネス環境の悪化など、数多くの問題が山積している。また格差の拡大によって大衆の不満が金持ちに向けられ、各地で富裕層を狙った犯罪も多発している。こうした国内の現状が、多くのエリートや富裕層を海外へと駆り立てていると推察されるのだ。このような“資本”と“頭脳”の国外流出は、中国にとって非常に頭の痛い問題であろう」と記している。

上記のほか、梁過氏は本書で、「老人月光族」、「小私族」、「急嫁族」、「全職太太」、「洋漂族」などの興味深い新語をたくさん紹介している。

５．「中国　新たなる火種」　　渡辺賢一著　　アスキー新書　　６月１０日
帯の言葉　：　「尖閣問題は“日中衝突時代”の幕開けに過ぎない。年１２兆円を超える軍事費で空母・ステルス機。“反日”か“親日”か？習近平の実像。　ウィキが暴いた指導部の本音」

この本には、「…思われます」、「…はずです」、「…と言われています」、「…のようです」、「…かもしれません」、「…つもりです」などというあいまいな語尾の文章が異常に多い。筆者の渡辺賢一氏は、本書の中味によほど自信がないものと思われる。渡辺氏は「はじめに」で、「本書では、急速な経済成長がもたらした社会のひずみ、中国共産党による一党独裁体制の弊害、中国国民の「反日」感情の実態などについて、具体的なエピソードを交えながら、問題の表面だけでなく、その背景まで深く読み取れるように配慮したつもりです」と書いているが、本文中で問題のとらえ方も中途半端で、その問題の本質に迫ることはほとんどできていない。それは本書に、渡辺氏が現場で直接体験したことの記述がすくなく、いわば伝聞の類のものがほとんどであることを見ればよくわかる。

また渡辺氏は、「中国の統計は信用できない」と書きながら、「中国では、貧しい農民らによる暴動が全国で年間１０万件も発生していると言われています」などと、中国当局の信用できない統計数字を持ち出して、自説を補強し展開している。このような自己撞着とも思われる論述方法に、渡辺氏は疑問を感じていないようである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
欧州債務危機が示す先進工業国の苦境

石田　護（伊藤忠商事理事）
世界では一物一価の経済原則が貫徹する。低コストの新興工業国が高コストの先進工業国を追い上げる過程が繰り返される。

レーニンは、新興工業国と先進工業国が資源と市場を奪い合う帝国主義戦争を語ったが、第二次大戦後は市場の価格機能が戦争に代わった。その起源は、「すべての国が通商と原料を均等条件で利用する」という新経済秩序を宣言した１９３９年の北大西洋憲章である。

この経済システムは大戦後の世界経済成長に寄与した。その過程で、1980年代までは日欧がアメリカを追い上げ、その後は主にアジアの新興工業国が日欧米を追い上げてきた。今の新興工業国も、いずれは後からやって来る発展途上国に追い上げられる運命にある。

　新興工業国に追われる先進工業国は、国内需要の限界と輸出競争力低下による需要不足に、金融緩和と財政支出で対応した。しかし、日本では、金利をゼロに下げてもデフレを脱却できず、２００１年に大量の流動性を経済に注入する量的緩和政策に踏み切った。今はアメリカも量的緩和政策で景気を支えている。また、両国は無理な財政支出を繰り返して、財政支出の余地を尽くした。その今、アメリカは不況回避のため、日本では大地震からの復興のため、大型財政支出を迫られている。両国国債の格下げの動きは、財政悪化に歯止めをかけない両国の政治への市場の警告である。

欧州諸国も基本的に同じ状況であるが、ユーロ圏には、健全財政のドイツと債務危機のギリシャやスペインなどが同居している。ギリシャやスペインは緊縮財政を迫られ、有権者たちは緊縮財政による雇用減や生活水準切下げに激しく抵抗している。ギリシャ国債が債務不履行となると、スペインやイタリアなどの国債の信用だけでなく、ギリシャ国債を保有する欧州の銀行の信用が揺らぐ。何よりも、第二の国際通貨ユーロの信認が問われる可能性がある。

先進工業国の有権者たちが常に生活の向上を求めるため、政治は常に拡張的金融財政政策により経済拡大を図ってきた。先進国経済が成熟して停滞過程に入り、新興工業国の挑戦を受けても、有権者たちは生活水準引下げに抵抗する。経済学者たちは、一層過激な金融財政政策により経済を拡大できるという好都合な理論を、政治に提供する。

多くの主流派経済学者たちは、先進工業国では金融を緩和しても実際の消費と投資が大きく増加しないという現実を認めようとしない。バブル期に住宅を建て過ぎたアメリカでは、中央銀行が巨額の流動性を市場に注入しても、新規住宅建設が増加することはない。バブル期に将来の住宅需要を先食いしたからである。英国、アイルランド、ポルトガルなども基本的には同じ構図にある。

ケインズ的金融財政政策は１９３０年代には有効であったが、先進工業国経済が成熟した１９８０年代以降の現実には妥当しない。アメリカの量的緩和政策の景気回復への効果は限定的である上、世界に供給した過剰流動性が商品価格暴騰と新興工業国のインフレを招いた。先進工業国は主流派経済学によらない経済成長を迫られている。

経済成長の担い手は企業である。企業が富を生産し、人を雇用する。日本企業の活力は歴史的事実である。①輸出主導高度経済成長の原動力であった。②二度の石油危機で省エネと環境の技術革新を成し遂げた。③過度の円高で日本の投資環境が悪化すると、東アジアに生産を移し、東アジアの経済発展と近年のグローバル分業体制形成を触発した。

今般の大地震後の日本企業には二つの可能性がある。

第一は、省エネを中心とする新たな技術革新の可能性である。すでに企業は省エネ家電、エコ自動車、省エネ住宅とその組織化であるエコ・シティなどに動いている。こうした技術革新はやがて世界への貢献となる。

第二は、生産の再編である。上記①では政府の産業政策が企業活動を援けたが、②と③では政府の無策が日本企業の活力を呼び起した。日本企業が海外に生産をシフトしたのは、政治が日本の投資環境の整備を怠ったからである。民主党政権の反企業イデオロギーがそれに拍車をかけた。これが大地震前の日本の投資環境であった。大地震で部品供給チェインの脆弱性が露呈し、原発事故で電力供給不安が生じたことは、投資と生産の場としての日本の競争力が更に悪化したことを意味する。日本企業が企業の成長を確保するために行なう生産の再編では、東アジア諸国が主たる受益者となるだろう。

グローバル市場経済では、企業の論理と国家の論理は一致しない。政府が企業活動の環境整備を怠ると、企業は海外に進出して繁栄するが、それにより国内の生産と雇用が失われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注：本文は中国の『東方早報』（2011年7月12日）で発表された「欧债危机显露发达工业国家的困境」の日本語原文です。
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】
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	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9
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	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	6月
	7.9
	10.7
	15.0
	▲1.7
	35.3
	83
	▲21.4
	▲13.2
	▲3.8
	▲6.8
	28.5
	31.9

	7月
	
	10.8
	15.2
	▲1.8
	(32.9)
	106
	▲23.0
	▲14.9
	▲21.4
	▲35.7
	28.4
	38.6

	8月
	
	12.3
	15.4
	▲1.2
	(33.0)
	157
	▲23.4
	▲17.0
	▲2.05
	7.0
	28.5
	31.6

	9月
	8.9
	13.9
	15.5
	▲0.8
	(33.4)
	129
	▲15.2
	▲3.5
	10.6
	18.9
	29.3
	31.7

	10月
	
	16.1
	16.2
	▲0.5
	(33.1)
	240
	▲13.8
	▲6.4
	▲6.2
	5.7
	29.5
	31.7

	11月
	
	19.2
	15.8
	0.6
	(32.1)
	191
	▲1.2
	26.7
	10.0
	32.0
	29.6
	34.8

	12月
	10.7
	18.5
	17.5
	1.9
	(30.5)
	184
	17.7
	55.9
	9.7
	-44.6
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	1月
	
	
	
	1.5
	
	142
	21.0
	85.6
	24.7
	7.8
	26.0
	29.3

	2月
	
	(20.7)
	(17.9)
	2.6
	(26.6)
	76
	45.7
	44.7
	2.5
	1.1
	25.5
	27.2

	3月
	11.9
	18.1
	18.0
	2.4
	26.3
	▲72
	24.2
	66.4
	28.1
	12.1
	22.5
	21.8

	4月
	
	17.8
	18.5
	2.8
	25.4
	17
	30.4
	50.1
	21.3
	24.7
	21.5
	22.0

	5月
	
	16.5
	18.7
	3.1
	25.4
	195
	48.4
	48.9
	29.3
	27.5
	21.0
	21.5

	6月
	10.3
	13.7
	18.3
	2.9
	24.9
	200
	43.9
	34.6
	8.3
	39.6
	18.5
	18.2

	7月
	
	13.4
	17.9
	3.3
	22.3
	287
	38.0
	23.2
	12.8
	29.2
	17.6
	18.4

	8月
	
	13.9
	18.4
	3.5
	23.9
	200
	34.3
	35.5
	21.2
	1.4
	19.2
	18.6

	9月
	9.6
	13.3
	18.8
	3.6
	23.2
	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5

	10月
	
	13.1
	18.6
	4.4
	23.7
	271
	22.8
	25.4
	8.7
	7.9
	19.3
	19.3

	11月
	
	13.3
	18.7
	5.1
	29.1
	229
	34.9
	37.9
	28.1
	38.2
	19.5
	19.8

	12月
	9.8
	13.5
	19.1
	4.6
	20.4
	131
	17.9
	25.6
	9.2
	-13.3
	19.7
	19.9

	2011年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	4.9
	23.7
	65
	37.7
	51.4
	16.6
	11.4
	17.3
	16.9

	2月
	
	14.9
	11.6
	4.9
	－
	-73
	2.3
	19.7
	-10.9
	32.2
	15.7
	16.2

	3月
	9.7
	14.8
	17.4
	5.4
	31.2
	1
	35.8
	27.4
	10.5
	32.9
	16.6
	16.2

	4月
	
	13.4
	17.1
	5.3
	37.2
	114
	29.8
	22.0
	8.2
	15.2
	15.4
	15.8

	5月
	
	13.3
	16.9
	5.5
	33.6
	130
	19.3
	28.4
	12.1
	13.4
	15.1
	15.4

	6月
	9.5
	15.1
	17.7
	6.4
	11.8
	223
	17.9
	19.0
	6.6
	2.8
	15.9
	15.2


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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